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１ はじめに 

 地方公共団体における公会計のあり方については、国の研究会が平成１２年から

財政分析に資する財務報告について検討を始めました。 

 その後、平成１８年に総務省から地方公共団体に対して、新地方公会計制度によ

る、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書（以下こ

れらを「財務書類４表」といいます。）を作成し、公表することが要請されました。

その中で提示された「基準モデル」及び「総務省方式改訂モデル」のいずれかを採

用して、多くの地方公共団体で財務書類が作成されるようになりました。 

 本市では、決算統計等の数値を活用して作成する「総務省方式改訂モデル」を採

用し、平成２０年度決算からこれに基づいた財務書類４表を作成し、公表してきま

した。 

 このように全国的に地方公会計の整備が進められてきましたが、「基準モデル」

及び「総務省方式改訂モデル」のほかにも地方公共団体独自の基準が複数存在し、

他団体との比較が困難であるといった課題もあることから、平成２６年度に総務省

から「統一的な基準」が示され、平成２８年度決算までにこれに沿った財務書類を

作成するよう要請がありました。 

 本市では、これを受けて、「統一的な基準」による財務書類４表を作成し、公表

するものです。 
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２ 対象会計の範囲と作成基準日 

【１】対象となる会計及び団体 

 財務書類４表は、地方公共団体の財務状況を明らかにするために、一般会計を対

象とした「一般会計等」、一般会計等に特別会計、企業会計を加えた「全体会計」、

全体会計に本市と連携協力して行政サービスを実施している関連団体を加えた「連

結会計」の３つの区分に分けて作成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 下水道特別会計については、平成３０年度末時点では、公営企業会計に移行手続中のため、

全体財務書類及び連結財務書類の対象外としています。 

 

【２】作成基準日 

  平成３１年３月３１日 

  ※ 一般会計及び特別会計における出納整理期間（平成３１年４月１日～令和元年５月３０日）

の入・出金は、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

 

【３】金額表示 

  各表の金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致し

ない場合があります。  

連結会計 

全体会計 

一般会計等 

〇 一般会計 

〇 国民健康保険特別会計 

〇 後期高齢者医療特別会計 

〇 介護保険特別会計 

〇 下水道特別会計 ※ 

〇 小水力発電特別会計 

〇 歌代の里特別会計 

〇 すこやか両津特別会計 

〇 病院事業会計 

〇 水道事業会計 

〇 佐渡土地開発公社 

〇 （公財）両津産業振興公社 

〇 （一社）真野自然活用公社 

〇 （一財）赤泊振興公社 

〇 （公財）羽茂農業振興公社 

〇 （一財）佐渡市スポーツ協会 

〇 （一社）佐渡観光交流機構 

〇 （一財）佐渡文化財団 

〇 新潟県市町村総合事務組合 

〇 新潟県後期高齢者医療広域連合 
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３ 財務書類４表の種類と相互関係 

 

【１】 貸借対照表（ＢＳ） 

 貸借対照表は、会計年度末（基準日）時点において、地方公共団体が住民サービ

スを提供するために、どれほどの資産や債務を有しているかを表したものです。 

 「資産」は、将来世代に引き継ぐ金融資産と社会資本（固定資産）の金額を示し

ています。 

 「負債」は、将来世代がこれから負担しなければならない金額を、「純資産」は、

これまでの世代が負担した金額をそれぞれ示しています。 

 

【２】 行政コスト計算書（ＰＬ） 

 行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行

政活動に係る費用（経常費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使用料、手

数料などの収益（経常収益）を表したものです。 

 この表により、地方公共団体の一会計期間中の行政活動のうち、資産形成に結び

つかない経常的な活動について税収等でまかなうべき行政コスト（純経常行政コス

ト）が、その差額として明らかになります。さらに、臨時損失と臨時利益の差額を

加えたものが、純行政コストとなります。 

 

【３】 純資産変動計算書（ＮＷ） 

 純資産変動計算書は、一会計期間において、貸借対照表の純資産の部に計上され

ている各項目が、どのように変動したかを表したものです。 

 この表においては、税収等の一般財源、国県等補助金等の特定財源が純資産の増

加要因として直接計上され、行政コスト計算書（ＰＬ）で算出された純行政コスト

が純資産の減少要因として計上されることなどを通じて、１年間の純資産総額の変

動が明らかになります。 

 

【４】 資金収支計算書（ＣＦ） 

 資金収支計算書は、一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等の

資金の流れを、性質の異なる３つの活動（業務活動・投資活動・財務活動）に区分

し、どのような活動にどれだけの資金が必要であったかを表したものです。 

 現金等の収支の流れを表したものであることから、キャッシュ・フロー計算書と

も呼ばれます。 
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≪財務書類４表の相互関係≫ 

 

 

 

① 貸借対照表（ＢＳ）の資産のうち「現金預金」は、資金収支計算書（ＣＦ）の

「本年度末資金残高」に「本年度末歳計外現金残高」を足したもの（＝本年度末

現金預金残高）と一致します。 

 

② 貸借対照表（ＢＳ）の「純資産」は、純資産変動計算書（ＮＷ）の「本年度末

純資産残高」と一致します。 

 

③ 行政コスト計算書（ＰＬ）の「純行政コスト」は、純資産変動計算書（ＮＷ）

の「純行政コスト△」と対応します。 

 

 

 

  

行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書
（ＰＬ） （ＮＷ） （ＣＦ）

（うち

現金預金）

②

①

前年度末資金残高

財務活動収支

投資活動収支

業務活動収支

③

本年度末歳計外
現金残高

純資産 純行政コスト 本年度末純資産残高

貸借対照表
（ＢＳ）

資産

負債
本年度

純資産変動額

前年度末純資産残高

（うち純行政コスト△）

本年度末資金残高

臨時利益

臨時損失

経常収益

経常費用

本年度末現金預金残高
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４ 財務書類４表の概要（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日） 

 

【１】 貸借対照表（ＢＳ） 

 

《用語解説》（主なもの） 

●固定資産 

 ・有形固定資産…庁舎、文化会館、学校等の「事業用資産」、道路、橋りょう、河川等の「イン

フラ資産」、車両等の「物品」の３つに分類 

 ・無形固定資産…ソフトウェアや地上権等の用益物権など 

 ・投資その他の資産…有価証券や出資金、基金など 

●流動資産 

 ・未収金…回収期限が到来して１年を経過していない税金や使用料などの債権 

 ・短期貸付金…貸付金のうち翌年度に償還期限が到来するもの 

 ・徴収不能引当金…未収金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額を見積もったもの 

●固定負債 

 ・地方債…市債のうち、償還期限が１年を超えるもの 

 ・退職手当引当金…全職員が退職したと仮定した場合に必要な退職金の額 

●流動負債 

 ・１年以内償還予定地方債…地方債の借入金残高のうち、翌年度に償還予定のもの 

 ・賞与等引当金…基準日時点までの期間に対応する期末手当及び法定福利費 

●純資産 

 ・これまでに過去の世代や国・県が負担した将来返済不要財産（内訳は純資産変動計算書（ＮＷ）） 

  

(単位：千円)

勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計 勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計

１固定資産 193,349,570 225,656,647 226,147,909 １固定負債 56,719,162 84,051,046 84,183,042

 ⑴有形固定資産 170,954,906 203,146,131 203,359,563  ⑴地方債 49,880,741 63,300,089 63,425,714

 ⑵無形固定資産 - 435,223 436,024  ⑵長期未払金 - - -

 ⑶投資その他の資産 22,394,664 22,075,293 22,352,321  ⑶退職手当引当金 6,838,421 7,471,032 7,477,403

 ⑷損失補償引当金 - - -

 ⑸その他 - 13,279,925 13,279,925

２流動資産 10,175,093 15,258,710 15,980,434 ２流動負債 7,662,548 9,490,015 9,656,901

 ⑴現金預金 2,386,936 6,447,444 6,664,054  ⑴１年内償還予定地方債 6,883,910 7,798,378 7,819,328

 ⑵未収金 80,601 625,004 784,091  ⑵未払金 2,778 743,273 884,817

 ⑶短期貸付金 - - -  ⑶未払費用 - - -

 ⑷基金 7,739,947 8,195,772 8,419,152  ⑷前受金 - - 921

 ⑸棚卸資産 - 39,469 161,017  ⑸前受収益 - 102 102

 ⑹その他 - 55 1,154  ⑹賞与等引当金 433,462 533,833 534,271

 ⑺徴収不能引当金 -32,391 -49,033 -49,033  ⑺預り金 342,399 390,552 393,477

 ⑻その他 - 23,876 23,985

負債合計 64,381,710 93,541,061 93,839,943

純資産合計 139,142,953 147,374,296 148,288,400

資産合計 203,524,663 240,915,356 242,128,344 負債・純資産合計 203,524,663 240,915,356 242,128,344

純資産の部

負債の部資産の部
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《貸借対照表の概要》（一般会計等ベース） 

 

 本市は、一般会計等ベースで 2,035億円の資産があります。 

 このうち、有形固定資産（庁舎、学校、道路等）が 1,710億円で、資産総額の

84％を占めています。 

 負債は、644億円のうち、地方債（翌年度償還分含む）が負債総額の 88％を占め

ています。 

 

 また、資産から負債を差し引いた額が純資産となります。純資産は、今までに過

去の世代が資産形成のために充当した資源の蓄積（固定資産等形成分）と、本市が

使うことが可能な現金等の資源の蓄積（余剰分（△の場合は不足分））の合計額を

示しています。 

 

 今後は、これまでに整備した公共施設の老朽化に伴う更新等によりコストの増加

が想定されます。将来世代の負担が重くなることの無いよう、資産形成について優

先順位をつけながら資産全体の圧縮を図り、また、国県補助金や、返済が有利な地

方債等を活用しながら、持続可能な財政運営に努めます。 
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【２】行政コスト計算書（ＰＬ） 

 

《用語解説》（主なもの） 

●経常費用 

 ・業務費用 

   人件費…職員給与、賞与、議員報酬、退職手当引当金繰入額など 

   物件費等…消耗品、旅費、委託料、備品購入費、維持補修費、減価償却費など 

 ・移転費用…市民や各団体等への補助金、生活保護費等の社会保障関係給付など 

●経常収益 

 ・使用料及び手数料…施設使用料や証明書等の発行手数料など 

●臨時損失…災害復旧事業費、資産除売却損など 

●臨時利益…資産の売却益など臨時に発生するもの 

 

《行政コスト計算書の概要》（一般会計等ベース） 

 一般会計等ベースの経常費用は 387 億円でそのうち人件費や物件費等の業務費

用が 244億円、補助金や社会保障給付費等の移転費用が 143億円となりました。 

 物件費等の割合が経常費用全体の 43％を占めますが、この中には現金支出を伴

わない「減価償却費」を含むため、割合が高くなっています。 

 また、平成 30 年中に発生した集中豪雨、台風等による災害の復旧対応などに係

る災害復旧事業費を臨時損失として約８億円を計上しました。 

 

  

（単位：千円）

勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計

　１ 業務費用 24,397,924 30,545,328 31,718,716

　　⑴人件費 7,328,872 9,452,990 9,674,184

　　⑵物件費等 16,709,786 20,000,572 20,792,747

　　⑶その他の業務費用 359,266 1,091,766 1,251,785

　２ 移転費用 14,267,668 25,633,563 32,922,429

　　⑴補助金等 6,457,819 20,103,972 19,404,537

　　⑵社会保障給付 3,244,120 3,254,972 11,221,183

　　⑶他会計への繰出金 2,291,173 - -

　　⑷その他 2,274,556 2,274,619 2,296,709

経常費用合計　　　　Ａ 38,665,592 56,178,891 64,641,145

　１ 使用料及び手数料 618,577 3,173,894 3,197,875

　２ その他 481,862 1,148,328 1,894,458

経常収益合計　　　　Ｂ 1,100,438 4,322,222 5,092,333

純経常行政コスト　A-B＝Ｃ 37,565,154 51,856,669 59,548,812

臨時損失　　　　　Ｄ 995,654 998,987 1,003,779

臨時利益　　　　　Ｅ - 1,694 3,604

純行政コスト　C＋D-E＝Ｆ 38,560,807 52,853,962 60,548,988

経常費用

経常収益
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【３】純資産変動計算書（ＮＷ） 

 

《用語解説》主なもの 

 ・税収等…地方税、地方交付税、地方譲与税など 

 ・国県等補助金…国庫支出金、県支出金 

 ・固定資産等の変動…有形固定資産等の増減や貸付金・基金等の形成と取崩の額 

 ・資産評価差額…有価証券等の評価差額 

 ・無償所管換等…無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

 ・その他…会計間の内部取引の相殺等 

 

《純資産変動計算書の概要》（一般会計等ベース） 

 平成 30年度末における純資産残高は 1,391 億円で、本年度差額は 27億円のマイ

ナスとなりました。 

 これは当年度の行政サービスの提供にかかった費用（純行政コスト）が当年度の

財源（税収等、国県補助金）で賄えていないことを表しています。この数値は、単

年度のみで判断するものではなく、長期的に分析が必要ですが、適切な経費の削減

とさらなる財源の確保に努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：千円）

勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計

前年度末純資産残高　　　　　　  Ｍ 141,628,762 150,102,174 150,923,931

１　純行政コスト　　　　　　　　△Ｆ -38,560,807 -52,853,962 -60,548,988

２　財源　　　　　　　　　　　　　Ｇ 35,845,975 49,546,304 57,201,600

　⑴　税収等 28,356,695 34,164,310 38,950,674

　⑵　国県等補助金 7,489,281 15,381,994 18,250,926

３　本年度差額　　　　　　　　G-F=Ｈ -2,714,832 -3,307,658 -3,347,388

４　固定資産等の変動（内部変動） - - -

５　資産評価差額　　　　　　　　　Ｉ -579 -579 2,837

６　無償所管換等　　　　　　　　　Ｊ 229,601 580,359 697,524

７　その他　　　　　　　　　　　　Ｋ - - 11,496

本年度純資産変動額　　 H+I+J+K=Ｌ -2,485,809 -2,727,878 -2,635,531

本年度末純資産残高            M+L 139,142,953 147,374,296 148,288,400
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【４】資金収支計算書（ＣＦ） 

 

《用語解説》（主なもの） 

●業務活動収支…行政活動を行う中で、毎年度継続的に発生する収入・支出 

 ・業務支出…人件費、物件費、扶助費など 

 ・業務収入…市税、使用料・手数料など 

●投資活動収支…資産の形成に関する収入・支出 

 ・投資活動支出…公共施設の整備や貸付金、基金積立金など 

 ・投資活動収入…土地の固定資産の売却収入や施設建設の財源である補助金など 

●財務活動収支…資金の調達や運用に関係する収入・支出 

 ・財務活動支出…市債の償還など 

 ・財務活動収入…市債の借入など 

 

《資金収支計算書の概要》（一般会計等ベース） 

 業務活動収支は 22億円のプラスとなり、税収等の収入に対し、適切なコストで

行政サービスを行ったことを表しています。 

 投資活動収支は 20億円のマイナスとなりました。これは、財政調整基金の取崩

しによる基金取崩収入が減少したことによるものです。 

 財務活動収支は６億円のマイナスとなりました。これは、地方債の新たな借入れ

よりも返済が多かったことを意味し、将来世代の負担が減少したことになります。 

  

（単位：千円）

勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計※

１　業務活動収支  (②-①)+(④-③)=A 2,204,515 2,735,774 -

　①業務支出 32,697,275 50,035,756 -

　②業務収入 35,426,593 53,296,242 -

　③臨時支出 819,759 819,759 -

　④臨時収入 294,956 295,047 -

２　投資活動収支　　　    　⑥-⑤=B -1,990,971 -1,995,841 -

　⑤投資活動支出 5,640,811 6,927,055 -

　⑥投資活動収入 3,649,839 4,931,214 -

３　財務活動収支　          ⑧-⑦=C -637,799 -845,829 -

　⑦財務活動支出 6,803,235 7,687,465 -

　⑧財務活動収入 6,165,436 6,841,636 -

本年度資金収支額         A+B+C=D -424,255 -105,896 -

前年度末資金残高               E 2,468,792 6,210,941 -

本年度末資金残高           D+E=F 2,044,537 6,105,046 -

-

前年度末歳計外現金残高            G 355,221 355,221 -

本年度歳計外現金増減額            H -12,823 -12,823 -

本年度末歳計外現金残高        G+H=I 342,399 342,399 -

本年度末現金預金残高         F+I 2,386,936 6,447,444 -
※連結会計は、連結団体で資金収支計算書を作成していない団体があるため未集計
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５ 主な指標 ～財務書類を様々な視点から分析～ 

 

●一般会計等ベースによる。 

●年度末人口：平成 31年１月１日現在住民基本台帳人口 55,333 人 

 

 

 

① 住民１人あたり資産額 

 住民１人あたりの資産総額を表します。 

 

 

 

 

（H30）203,524,663 千円 ÷ 55,333人 ＝ 367万 8千円

（H29）206,360,169 千円 ÷ 56,510人 ＝ 365万 2千円 

≪参考：H29 類似団体平均：210万１千円≫ 

 ◆資産合計＝貸借対照表（ＢＳ）より 

 

 資産が多いということは公共施設等が多いことを意味し、住民サービスの充実に寄与し

ますが、その反面、将来的に維持補修費等のコストがかかることが懸念されます。 

 

② 歳入額対資産比率 

 当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたスト

ックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを把握することが

できます。 

 

 

 

 

（H30）203,524,663 千円 ÷ （45,536,824千円＋2,468,792 千円） ＝ 4.24 年分 

（H29）206,360,169 千円 ÷ （48,529,845千円＋1,504,865 千円） ＝ 4.12 年分 

≪参考：H29 類似団体平均：4.07年≫ 

 ◆資産合計＝貸借対照表（ＢＳ）より 

 ◆本年度収入合計＝資金収支計算書（ＣＦ）の下記収入の合計額より 

・業務収入＋臨時収入＋投資活動収入＋財務活動収入 

 ◆前年度末資金残高＝資金収支計算書（ＣＦ）より 

 

 この比率は、年数が多いほど社会資本の整備が進んでいるとされています。 

資産形成度  ～将来世代に残る資産はどのくらいあるか～ 

（算定式） 

資産合計 ÷ 年度末人口 

 

（算定式） 

資産合計 ÷ 歳入総額（本年度収入合計 ＋ 前年度末資金残高） 
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③ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化率） 

 有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出すること

により、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握するこ

とができます。100％に近いほど、老朽化の程度は高くなります。 

 

 

 

 

 

（H30） 

109,265,194 千円 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

 170,954,906千円－13,650,308千円＋109,265,194 千円 

（H29） 

104,575,999 千円 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

 173,438,458千円－13,588,162千円＋104,575,999 千円 

≪参考：H29類似団体平均：59.8％≫ 

 ◆減価償却累計額＝貸借対照表（ＢＳ）資産の部・固定資産の各資産の減価償却累計額の合計より 

 ◆有形固定資産合計、建設仮勘定、土地＝貸借対照表（ＢＳ）より 

 ◆建設仮勘定分は除く。 

 

 小規模な行政区が多く点在するため、多くの公共施設、インフラ施設等を抱える本市と

しては、今後、施設等の老朽化が進んで行った際に、整備計画等に沿って施設等を精査し

ながら整備を行うことが必要となります。 

 

 

 

 

① 純資産比率 

 保有する資産のうち、純資産の部分は過去及び現役世代の負担によるもので、負債の部分は

将来の返済が必要なものとして将来世代が負担することになります。そのため、純資産の変動

は、将来世代と過去及び現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。将来世代に

負担を負わせないためにも純資産比率は高い方が良いとされています。 

 

 

 

 

（H30）139,142,953 千円 ÷ 203,524,663千円 ＝ 68.4％ 

（H29）141,628,762 千円 ÷ 206,360,169千円 ＝ 68.6％ 

 ≪参考：H29類似団体平均：72.0％≫ 

世代間公平性  ～将来世代と現世代との負担の分担は適切か～ 

＝ 40.0％ 

（算定式） 

減価償却累計額 
                                                                                                                                                                                                                                        

 有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額  

 

＝ 41.0％ 

（算定式） 

純資産 ÷ 資産合計 



- 12 - 
 

 ◆純資産、資産合計＝貸借対照表（ＢＳ）より 

 

 H29の類似団体平均値を下回っており、将来世代の負担が大きい状況が分かります。 

 

② 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

 有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共

資産等形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資本等の形成に係る将来世代の負担

の程度を把握することができます。 

 

 

 

 

 

（H30） 

55,728,115千円 
                                                                                                                   

170,954,906 千円  

（H29） 

55,900,292千円 
                                                                                                                   

173,438,458 千円  

 ≪参考：H29類似団体平均：17.3％≫ 

 ◆地方債（※）、１年以内償還予定地方債、有形・無形固定資産合計＝貸借対照表（ＢＳ）より 

  （※）臨時財政対策債、減税補填債を控除した額 

 

 H29類似団体平均を上回っており、将来世代の負担が大きい状況が分かります。 

 

 

 

 

① 住民１人あたり負債額 

 住民１人あたりの負債を表します。 

 

 

 

 

（H30）64,381,710 千円 ÷ 55,333 人 ＝ 116 万 4千円 

（H29）64,731,407 千円 ÷ 56,510 人 ＝ 114 万 5千円 

 ≪参考：H29類似団体平均：58万 9千円≫ 

 ◆負債合計＝貸借対照表（ＢＳ）より 

 H29より負債が若干増加しており、H29 類似団体平均を大きく上回っています。 

＝ 32.2％ 

＝ 32.6％ 

（算定式） 

負債合計 ÷ 年度末人口 

持続可能性（健全性）  ～財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）～ 

（算定式） 

地方債＋１年以内償還予定地方債 
                                                                                                                                                                                                                                             

 有形・無形固定資産合計  
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② 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

 資金収支計算書（ＣＦ）の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支（基金

積立金支出・基金取崩収入を除く。）の合計額を算出することにより、地方債等の元利償還額

を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となります。このバラ

ンスが均衡しているときは、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債

等の比率は増加せず、持続可能な財政運営が実現できていると捉えることができます。なお、

プライマリーバランスは、プラスであることが求められています。 

 

 

 

 

 

（H30）2,497,009 千円 ＋ △2,528,674 千円  ＝   △3,167 万円 

（H29）1,643,318 千円 ＋ △2,270,282 千円 ＝△６億 2,696 万円 

 ≪参考：H29類似団体平均：4億 9,750 万円≫ 

 ※H29 上記算定式により再算定。 

 

 税収等収入の増加による業務活動収支の増加により、マイナス収支が大幅に改善されま

したが、投資活動収支全体は、依然、マイナス収支であるため、普通建設事業の単独事業

費を見直すなど、投資活動支出を抑制し、投資活動収支を改善していく必要があります。 

 なお、この指標は、単年度の収支で判断するのではなく、今後、経年変化を注視してい

く必要があります。 

 

 

 

 

① 住民１人あたり行政コスト 

 住民１人あたりの行政コスト（資産形成につながらない行政サービス等）を表します。この

指標は、人口規模により適正値が異なります。一般的に人口が多ければスケールメリットがあ

りますが、人口規模が小さい場合は、高い数値となる傾向があります。 

 

 

 

 

（H30）38,560,807 千円 ÷ 55,333 人 ＝70万円 

（H29）41,138,056 千円 ÷ 56,510 人 ＝73万円 

 ≪参考：H29類似団体平均：42万円≫ 

 ◆純行政コスト＝行政コスト計算書（ＰＬ） 

 

（算定式） 

業務活動収支（支払利息支出を除く。）＋投資活動収支（基金積立金支出・基金取崩収

入を除く。） 

 

（算定式） 

 純行政コスト ÷ 年度末人口 

 

効率性  ～行政サービスは効率的に提供されているか～ 


